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要望項目等に関する最終整理案 

［地方税］ 

 
【軽油引取税関係】 

 

 

 



軽油引取税（案） 

 

【延長・拡充等】 

（警察要望－1、総務要望－4、農水要望－9、国交要望－43、防衛要望－1） 

○ 船舶の使用者が当該船舶の動力源に供する軽油の引取りに係る軽油

引取税の課税免除の特例措置の適用期限を３年延長する。 

 

（国交要望－43） 

○ 海上保安庁が設置し、及び管理する航路標識の電源の用途に供する軽

油の引取りに係る軽油引取税の課税免除の特例措置の適用期限を３年

延長する。 

 

（警察要望－2） 

○ 警察の用に供する電気通信設備を設置し、及び管理する者が当該設備

の電源の用途に供する軽油の引取りに係る軽油引取税の課税免除の特

例措置の適用期限を３年延長する。 

 

（防衛要望－1） 

○ 自衛隊の使用する機械を管理する者が自衛隊の使用する通信の用に

供する機械等の電源又は動力源の用途に供する軽油の引取りに係る軽

油引取税の課税免除の特例措置の適用期限を３年延長する。 

 

（総務要望－4） 

○ 消防庁及び地方公共団体が消防事務の用に供する電気通信設備の電

源の用途に供する軽油の引取りに係る軽油引取税の課税免除の特例措
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置の適用期限を３年延長する。 

 

（国交要望－43） 

○ 鉄道事業又は軌道事業を営む者等が鉄道用車両、軌道用車両等（日本

貨物鉄道株式会社にあっては、駅の構内等において専らコンテナ貨物の

積卸しの用に供するフォークリフト等の機械を含む。）の動力源に供す

る軽油の引取りに係る軽油引取税の課税免除の特例措置の適用期限を

３年延長する。 

 

（農水要望－7、農水要望－8） 

○ 農業又は林業を営む者等が動力耕うん機等の機械の動力源に供する

軽油の引取りに係る軽油引取税の課税免除の特例措置の適用期限を３

年延長する。 

 

（経産要望－11） 

○ 陶磁器製造業を営む者が陶磁器の製造工程における焼成及び乾燥の

用途に供する軽油の引取りに係る軽油引取税の課税免除の特例措置の

適用期限を３年延長する。 

 

（経産要望－7） 

○ セメント製品製造業を営む者が事業場内において専らセメント製品

又はその原材料の積卸しのために使用するフォークリフト等の機械の

動力源の用途に供する軽油の引取りに係る軽油引取税の課税免除の特

例措置の適用期限を３年延長する。 

 

2



（経産要望－6） 

○ 生コンクリート製造業を営む者が事業場内において専ら骨材の積卸

しのために使用するフォークリフト等の機械の動力源の用途に供する

軽油の引取りに係る軽油引取税の課税免除の特例措置の適用期限を３

年延長する。 

 

（経産要望－3） 

○ 電気供給業を営む者が汽力発電装置の助燃の用途等に供する軽油の

引取りに係る軽油引取税の課税免除の特例措置の適用期限を３年延長

する。 

 

（経産要望－4） 

○ 地熱資源開発事業を営む者が地熱資源の開発のために使用する動力

付試すい機の動力源の用途に供する軽油の引取りに係る軽油引取税の

課税免除の特例措置の適用期限を３年延長する。 

 

（経産要望－8、経産要望－9、経産要望－10） 

○ 鉱物の掘採事業を営む者が事業場内において専ら鉱物の掘採等のた

めに使用する機械の動力源の用途に供する軽油の引取りに係る軽油引

取税の課税免除の特例措置の適用期限を３年延長する。 

 

（国交要望－43） 

○ とび・土工工事業を営む者が工事現場において専らくい打ち等のため

に使用する建設機械の動力源の用途に供する軽油の引取りに係る軽油

引取税の課税免除の特例措置の適用期限を３年延長する。 
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（経産要望－5） 

○ 鉱さいバラス製造業を営む者が事業場内において専ら鉱さいの破砕

等のために使用する機械の動力源の用途に供する軽油の引取りに係る

軽油引取税の課税免除の特例措置の適用期限を３年延長する。 

 

（国交要望－43） 

○ 港湾運送業を営む者が港湾において専ら港湾運送のために使用され

るブルドーザー等の機械の動力源の用途に供する軽油の引取りに係る

軽油引取税の課税免除の特例措置の適用期限を３年延長する。 

 

（国交要望－43） 

○ 倉庫業を営む者が倉庫において専ら当該倉庫業のために使用するフ

ォークリフト等の機械の動力源の用途に供する軽油の引取りに係る軽

油引取税の課税免除の特例措置の適用期限を３年延長する。 

 

（国交要望－43） 

○ 鉄道（軌道を含む。）に係る貨物利用運送事業又は鉄道貨物積卸業を

営む者が駅の構内において専ら積込み事業等のために使用するフォー

クリフト等の機械の動力源の用途に供する軽油の引取りに係る軽油引

取税の課税免除の特例措置の適用期限を３年延長する。 

 

（国交要望－43） 

○ 航空運送サービス業を営む者が空港等において専ら航空機への旅客

の乗降等のために使用する機械の動力源の用途に供する軽油の引取り
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に係る軽油引取税の課税免除の特例措置の適用期限を３年延長する。 

 

（環境要望－5） 

○ 廃棄物処理事業を営む者が廃棄物の埋立地内において専ら廃棄物の

処分のために使用する機械の動力源の用途に供する軽油の引取りに係

る軽油引取税の課税免除の特例措置の適用期限を３年延長する。 

 

（農水要望－8） 

○ 木材加工業を営む者が事業場内において専ら木材の積卸しのために

使用する機械の動力源の用途に供する軽油の引取りに係る軽油引取税

の課税免除の特例措置の適用期限を３年延長する。 

 

（農水要望－8） 

○ 木材市場業を営む者が事業場内において専ら木材の積卸しのために

使用する機械の動力源の用途に供する軽油の引取りに係る軽油引取税

の課税免除の特例措置の適用期限を３年延長する。 

 

（農水要望－8） 

○ たい肥製造業を営む者が事業場内において、専らたい肥の製造工程に

おいて使用する機械等の動力源の用途に供する軽油の引取りに係る軽

油引取税の課税免除の特例措置の適用期限を３年延長する。 

 

 

（国交要望－43） 

○ 索道事業を営む者がスキー場において専ら当該スキー場の整備のた
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めに使用する積雪を圧縮するための特殊な構造を有する装置を備えた

機械等の動力源の用途に供する軽油の引取りに係る軽油引取税の課税

免除の特例措置の適用期限を３年延長する。 

 

 

【廃止・縮減等】 

（総務要望－2） 

○ 電気通信事業者が一定の電気通信設備の電源の用途に供する軽油の

引取りに係る軽油引取税の課税免除の特例措置を廃止する。 

 

（総務要望－2） 

○ 基幹放送事業者等が放送設備を設置する家屋に固定された自家発電

装置の電源の用途に供する軽油の引取りに係る軽油引取税の課税免除

の特例措置を廃止する。 

 

（経産見直し－2、経産見直し－3） 

○ 建設用粘土製品製造業を営む者が建設用粘土製品の製造工程におけ

る焼成及び乾燥の用途に供する軽油の引取りに係る軽油引取税の課税

免除の特例措置を廃止する。 

 

（経産見直し－4） 

○ 鉄鋼業を営む者がペレット等の製造工程における熱処理等の用途に

供する軽油の引取りに係る軽油引取税の課税免除の特例措置を廃止す

る。 
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（警察要望－3） 

○ 自動車教習所業を営む者が自動車教習所において自動車の運転に関

する技能の教習のために使用する教習指導員若しくは技能検定員が危

険を防止するための応急の措置を講ずることができる装置等の動力源

の用途に供する軽油の引取りに係る軽油引取税の課税免除の特例措置

を廃止する。 

 

（経産要望－12） 

○ ゴルフ場業を営む者がゴルフ場において専ら当該ゴルフ場の整備の

ために使用する芝生を刈り込むための装置を備えた機械等の動力源の

用途に供する軽油の引取りに係る軽油引取税の課税免除の特例措置を

廃止する。 

 

 

【検討事項】 

○ 軽油引取税に係る課税免除措置の適用期限延長後の取扱いについて

は、地球温暖化対策や燃料課税全体のあり方に関する議論もあることか

ら、東日本大震災からの復興状況、課税免除措置廃止による国民生活へ

の影響、国・地方を通じた財政事情等も勘案しつつ、引き続き検討する。 
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